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1. はじめに

日本の経済成長率は1998年以降2006年現在まで

９年連続で実質が名目を上回り、デフレーション

が続いている。

デフレーションは財政に影響を与える。一般的

に税収の物価弾力性は１より高いので、インフレ

ーションは実質ベースで税収増、デフレーション

は税収減をもたらす。だが、課税最低限と累進適

用税率の幅が名目値で固定されている税制である

と、適切な調整を施さなければ税による所得再分

配の構造が変わってしまう。しかも、インフレ・

デフレにより所得再分配が強められるか、弱めら

れるかは税構造と所得分布により一定ではない。

日本においてインフレが恒常的となっていた

1970年代から1980年代に、インフレによる所得階

層別の影響、所得再分配への影響を分析した論文

としては高山（1976）、前田（1980）、飯野・林

（1986）などがあげられる。高山（1976）は1956

～1973年の期間において、前田（1980）は1973～

1975年の各年においてインフレが税による所得再

分配効果を強めてきたと結論づけている。

しかしながら、1995年の所得税の大幅改正以降

においてデフレが所得再分配に与えてきた影響を

論じた研究は今までにない。

また、インフレ下における所得再分配を論じた

これまでの研究においても、所得階層ごとの所得

控除としての社会保険料率の差を反映していな

い、住民税を含めた分析を行っていないなどの問

題点がある。

以上の関心により、本稿は以下の点において分

析を行う。

第１に、過去の研究においてなされていなかっ

たウエイト一定化などの補正をした上で、1960～

1980年頃の高インフレ期におけるインフレによる

税の所得再分配効果への影響および政府がその影

響を調整してきたか否かを再確認する。

第２に、1995年の所得税の大幅改正以降におい

てデフレが税の所得再分配効果に与えた影響を分

析する。

なお、本稿においてインフレ・デフレとは名目

成長を実質成長と物価上昇に分解する際に用いら

れるGDPデフレータの値を用いて評価する。

2．物価変動による再分配構造変化の
理論的理解

（1）物価変動による再分配構造変化の理論

まず、この項では物価変動により所得税の再分

配構造が変わることの理論的説明を行う。

控除額や税率階級の幅が名目値で固定された累

進所得税において、物価上昇によって所得再分配

に及ぼす影響を定式化した研究として高山（1976）

がある。

まず、名目所得水準をyとおき、p（y）の税額が

課されていると仮定する。租税関数p（y）は、
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と仮定する。ここで、y－は最高所得水準である。

この下で、課税前所得分布関数F（y）を、

とおき、μ,μ1を課税前後の平均所得金額、T1を

平均課税額とおくと、課税後ローレンツ曲線の課

税前ローレンツ曲線との差 （y）は、

となる。

ここで、（λ－1）×100％の物価上昇が起こり、

全ての世帯の所得が一様にλ倍になったと考え

る。すなわち、各世帯の所得Ｙが

となったと仮定する。また、物価上昇後の平均課

税後所得、平均課税額、課税後ローレンツ曲線を

μ2、T2、 とおく。物価上昇によるローレンツ

曲線のシフトを、

とおくと、（3）式より、

として表せる。よって、

となるため、B'（t）, B''（t）の符号はp（t）の特定

化によって異なることになる。

ここで、Mishan=Dicks-Mireaux（1958）以降、

租税関数の推定式としてよく用いられている指数

型所得税

を（6）式に代入すると1）、τ＞１であることによ

り、B''（t）<0が得られる。また、

は、μ2－λμ1<02）より、（9）式はtが一定の値に

なるまでは正、その値を超えてからは負である。

従って、これとE（0）=０, E（ y－）=０ より、

E（y）はyが一定の値になるまでは単調増加、そ

れ以降は単調減少となるが、常に０以上である。

すなわち、

が得られた。従って、指数型所得税の不平等是正

効果は物価上昇によって強められると高山（1976）

は証明した。

ここで（4）式におけるλを０＜λ＜１と置き

換えれば、同様の計算により容易に（10）式が

と書き換えられる。従って、指数型所得税の不平

等是正効果は物価下落によって弱められると証明

できる。

（2）過去42年間の所得税制の

指数型所得税への回帰

この項では実際に日本の所得税制がインフレ

（デフレ）により所得分配が強まる（弱まる）指

数型所得税に近い形状かどうかを検証する。そこ

で1963年以降3）2004年まで過去42年間の所得税制

の指数型所得税による回帰を行う。本稿の分析の

際、高山（1976）、本間・跡田・井堀・中（1987）、

林（1997）などの先行研究と異なり、留意した点

は以下の４点である。

第１に、所得分布を捕捉する統計として家計調

査を用いた。ほかに所得分布を捕捉する統計調査

として『税務統計から見た民間給与の実態』があ

るが、こちらは年末調整を行った給与所得者のみ

が対象となり、一定所得以上の者が外れてしまう

などの理由で所得分布に偏りが発生してしまう。

第２に、対象期間における階級数とウエイトを

統一した。所得税の回帰分析を行っているほとん

どの研究では階級幅や階級数による影響を無視し

ている。『家計調査年報』での所得の階級数や階

2
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級幅は年度ごとに大きく異なり、国民所得の増大

に合わせて階級幅を少しずつ変更しているが明確

な基準があるわけではない4）。回帰式の決定係数

は階級数にも依存してくるし、特に後述の３節に

おける分析では年度により最低所得階層や最高所

得階層に対して階級が過剰に分割されると平均実

効税率の推移を正当に評価できない。そこで本稿

では、家計調査における各階級別の所得などを所

得十分位階級に変換して分析を行った。

第３に、社会保険料控除額に所得階級別の賞

与・給与比率を考慮した。所得税における控除の

ひとつとして社会保険料控除があるが、2003年に

改正されるまで厚生年金保険料の課税ベースに賞

与が含まれていないなど、社会保険料は賞与と給

与の比率の影響を受けていた。特に年収における

賞与の比率は低所得世帯ほど少なく、社会保険料

に関しては逆進性が認められる5）。従って、所得

税・住民税に関しては低所得世帯ほど課税ベース

が小さくなるため、これを考慮しないと税の累進

度が過大に評価されてしまう。本稿では、家計調

査に基づき各年度各所得階級の賞与・給与比率を

算出し、社会保険料控除額に反映させた。なお、

家計の設定に関しては、政府管掌健康保険、厚生

年金保険、雇用保険に加入し、扶養の３人は妻と

12歳と16歳の子とし、損害保険料・生命保険料控

除は全階級とも上限まで適用し、個人年金には非

加入と仮定した。

第４に、これまでの研究においては所得税のみ

を回帰していたが、所得に対して課される税であ

り、所得再分配の性質を持つのは個人住民税も同

じである。従って、本稿においては所得税と個人

住民税を合算した税額を租税関数に回帰する。な

お、本稿において以降単に所得税と呼ぶとき、そ

れは個人住民税を含んだものとする。

以上の点を考慮し、家計調査における標準世帯

のデータを用いて各年度税制を以下のA・B式に

回帰した。

A式は単純な指数型所得税の式であるが、Ｂ式

はそれに数値計算により求めた実際の住民税の課

税最低限の数値を定数として用いた6）。

なお、これらの式においては税額や課税所得額

が０か０近傍であると回帰ができないか、大きな

影響を与えてしまう。そこで、税額や課税所得額

が０か０近傍である第１十分位階級を除いた９階

級で回帰を行った。

結果は、図表－１の通りであり、A式ではR2が

0.9を下回ることもあったが、課税最低限を加えた

B式ではすべて R2≧0.982、42年のうち36年が

R2≧0.99と日本の租税関数は非常に高い精度で指

数型所得税に回帰できることが分かった。

日本の所得税制は指数型所得税にきわめて近い

形状を持っており、従ってインフレにより所得分

配が強まり、デフレにより所得分配が弱められる

傾向を持つことが理論的に説明された。次節で

は、日本の実際の租税関数を用いて近年の日本に

おいてデフレがどの程度所得分配を弱めたのか、

また、かつての高度成長期においてインフレに対

する所得税の調整は適切に行われてきたのかを検

証する。

3．物価変動による所得再分配構造変化の
実証分析

（1）過去42年間の所得税の構造変化

この章では物価変動による所得再分配構造がど

のように変化したのかを、実際の各年の所得税制

を所得十分位階級ごとに適用して検証していく。

なお、使用したデータや仮定は２節２項と同様で

ある。

まず、過去42年間の所得税制を概観すると、過

去42年間の所得税の所得十分位階級別の平均実効

税率の推移は図表－２の通りである。全体の趨勢

として1963年から1975年頃まではやや減税傾向、

1975年頃から1994年までは増税傾向、そして1995

年から2003年までが減税傾向、2003年から2004年

は増税へと動いている。

この平均実効税率の推移の要因としては税制変

更のほかに所得分布変動、物価上昇、実質成長の

３つがあげられる。
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まず、税制が一定であっても所得分布が変動す

ることにより適用される税率が変わり、平均実効

税率は変動する。ここでの「所得分布変動」は、

名目成長を除いた各所得階級の税引き前収入の占

有率の変動による影響とした。累進税制であるの

で、所得格差が拡大すればマクロの税収は増え

る。従ってほかの条件が一定ならば、所得格差が

拡大（縮小）するほど平均実効税率は上昇（低

下）する傾向にある。

また、税制も各階級の所得占有率も一定であっ

ても、物価上昇または実質成長によって各階級の

所得が一様に名目成長すると平均実効税率が上昇

する。

これらの３要因により平均実効税率が変動した

図表--1 1963～2004年の「所得税＋個人住民税」の指数型所得税への回帰 
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場合、税制を調整するかどうかの判断が必要とな

る。特に、所得分布変動や実質成長と異なり物価

上昇による平均実効税率の変動は国民生活の実態

が変わっていないにもかかわらず税率が変動する

ものであるため、税制を調整しなければ以前と異

なる政策が行われることになる。

図表－２ではこれまでの平均実効税率の変動要

因を分解している。この表における各項目の要因

は各項目と基準ケースで求めた平均実効税率の差

分である。従って、分布変動・税制変更・実質成

長・物価変動の４項目による変動要因をすべて足

し上げても実際の前年との平均実効税率の差とは

一致しない。

図表－２をみると、所得税の平均実効税率は以

下のように推移してきたと説明できる。1964～

1975年頃は物価変動分以上に減税を行っている中

で、全体としての平均実効税率は低下した。1975

～1985年頃は物価上昇と実質成長による名目成長

に伴う税率の自然増に対して税制は調整されず、

平均実効税率は上がった。1988～1994年にかけて

も減税は名目成長分より少なかったが、名目成長

率が低下したため平均実効税率の伸びは穏やかに

なった7）。そして、1997年以降の（家計収入にお

いての）名目マイナス成長による税率の自然減に

重ねて1999年から減税を行ったため、この間平均

実効税率は大きく低下した。2004年は配偶者控除

の上乗せ廃止などにより平均実効税率を上昇させ

ている。
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図表--2 平均実効税率の推移とその変動要因 
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（2）物価変動による税引き後所得の

ジニ係数の変化

では、物価変動や実質成長により税による所得

再分配の構造はどのように変化してきたのだろう

か。ここでは所得再分配の尺度として（税引き前

所得のジニ係数が同じである下での）税引き後所

得のジニ係数を用いる8）。

２節の分析により日本の所得税制は指数型所得

税に近似でき、指数型所得税はインフレ（デフ

レ）により所得再分配の程度を強め（弱め）るこ

とを明らかにした9）。この項では、実際にインフ

レ・デフレにより所得再分配の程度がどのように

変動してきたかを実証分析する。

まず、全体としての所得再分配の程度がどのよ

うに変わっていったかをみていきたいが、この指

標として税引き後ジニ係数を用いると、これはほ

とんど税引き前ジニ係数によって説明されてしま

い、所得再分配の程度として適切な指標とならな

い。そこで、所得再分配によって、不平等がどれ

くらい是正されたかの指標として、再分配係数を

用いる。再分配係数は以下のように定義される。

図表－３をみると全体として、1963～1973年頃は

0.10前後でほぼ一定、1974年に0.069にジャンプし、

以降1988年の0.111に至るまで少しずつ上昇、1989

年に0.150にジャンプし、1993年までほぼ横ばいで

推移したあとは、傾向的に低下をみせている10）。

この再分配構造の変化

を要因分解するため、３

節１項の分析と同様に、

基準ケースにおける税引

き後所得のジニ係数と、

物価変動がなかったケー

ス・実質成長がなかった

ケース・税制変更がなか

ったケースにおける税引

き後所得のジニ係数を比

較する。これにより、そ

れぞれの所得再分配への

影響を測定することができる。その結果が図表－４

である。

２節の理論的帰結の通り、1964～1980年頃の高

インフレ期において、物価変動によりジニ係数は

低下し所得再分配が強化されている。1980～1995

年頃の低インフレ期には物価変動によるジニ係数

低下の程度は抑えられ、1995年以降のデフレ期に

おいては物価変動によってジニ係数が上昇してい

る。

インフレに対する所得再分配の程度の調整に関

しては、1964～1973年までは平均してインフレに

よる影響より少し強く、名目成長による影響に対

しては少し弱い程度に調整していた。この結果

は、前田（1980）、飯野・林（1986）などの過去

の研究の結果と整合的である。その結果として、

1964～1973年の再分配係数の安定があるのだか

ら、この時期の税のインフレ調整は適切に行われ

ていたと評価することができる11）。

1974年は給与所得控除の計算式の大幅変更によ

り控除額が大きくなり、税による所得再分配の程

度が大きく低減された。1974年の再分配係数のジ

ャンプは政策変更によるものである。

1975～1990年頃には1984、1989年に給与所得控

除が引き上げられた以外に特別にインフレに対す

る調整が行われていないようである。物価上昇に

よる影響は1964～1975年頃までと比べて低下して

いるが１年間のインフレによる所得再分配が強化

される程度はわずかでも10年以上にわたって累積

されると効果が大きくなる。その結果として1975
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再配分係数=
（税引き前ジニ係数－税引き後ジニ係数） 

税引き前ジニ係数 

0.16 

 

0.14 

 

0.12 

 

0.10 

 

0.08 

 

0.06

図表--3 再分配係数の推移 

1963 1967 1971 1975 1979 1983 1987 1991 1995 1999 2004
年次 

再
分
配
係
数 
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年以降再分配係数が少しずつ上昇している。この

間は、税制を変えずにいながら実質的に所得再分

配の程度を強める政策判断の変更がなされていた

ということになる。

1989年は消費税の導入とともに所得税の大幅な

改定が行われた12）年であり、所得税のみでみると

再分配係数が増大した。ただし消費税が均一税率

で逆進性を持ちうることを考慮すると、全体とし

て所得再分配の程度が強められたか弱められたか

は議論の必要がある。

近年の税制改正では、1991年の地方税の税率表

変更、1995年の基礎控除などの引き上げと地方税

での配偶者特別控除の導入、1999年の定率減税導

入がそれぞれ再分配係数を上昇13）、2004年の配偶

者特別控除の上乗せ廃止が再分配係数を低下させ

ている14）。

総じて1992年以降の税制変更は再分配係数を低

下させる方向に動いており、これにデフレによる

再分配係数の低下効果も重なり、1992年以降は急

速に再分配係数が低下することになった。この間

は、税制変更による変更以上に実質的に所得再分

配の程度を弱める政策判断の変更がなされていた

ということになる。

インフレ・デフレが予期されているにせよ予期

されていないにせよ、前年度の物価変動を翌年度

に反映させることは可能である。従って、長期的

に所得再分配の程度が物価変動により動いている

ということは、政府が上記の所得再分配機能を理

解していないか、政治的理由で変化させられない

か、あるいは是認しているかのいずれかである。

いずれにせよ、今後税制の設計変更を検討して

いく上で、すでに1995年以降のデフレにより所得

再分配の程度が弱められていることを考慮する必

要は出てくるだろう。

（3）税の所得再分配構造の物価変動に対する

感応度の変化

わが国の所得税の所得再分配構造の物価変動に

対する感応度はどのように変化してきたのであろ

うか。２節で述べたように、物価変動によって所

得再分配構造が変化するかどうかは租税関数の形

状による。

所得税の所得再分配構造の物価変動に対する感

応度を測るために、各年度において、すべての階

級の所得が一様に「－2％・－1％・＋1％・＋

3％・＋6％・＋10％」増減した場合の元の所得の

場合に対する再分配係数の変化率を分析した。例

えば、1963年の物価上昇率＋3％の際の再分配係

数の変化率が3.48％というのは、もし1963年に

図表--4 税引き後ジニ係数の変動要因 
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３％の物価上昇が起こったならば、所得再分配が

元の税制より3.48％強化されたという意味である。

この分析の結果は図表－５の通りである。６％

の物価上昇で所得再分配の程度の変動が２％以下

となるのは1981～1986年だけであり、この頃は所

得再分配の程度があまり物価に感応しない税制に

なっていたことがわかる。

また、２％の物価下落

で所得再分配の程度の変

動が３％以上となるの

は、1968・1969年と1996

年を除く1995年以降のみ

であり、デフレが進行し

た1995年以降において、

所得再分配の程度が物価

に感応しやすい税制にな

っていたことがわかる。

1995年以降の物価下落

率は年率にして１～２％

程度にすぎず、1980年代

の物価上昇率である６％

程度に対して絶対値とし

て大きな数値とはなって

いないが、感応度が大き

く違うために1980年代の

６％の物価上昇よりも

1995年以降の２％の物価

下落の方が所得再分配に

与える影響としては大き

くなっている。そのため

に、1995年以降のデフレ

は物価の変動幅としては

それほど大きくはない

が、所得再分配の程度を

大きく下げる結果となっ

ていた。

このインフレ・デフレ

に対する所得再分配構造

の感応度について、十分

位階級別実効税率または

平均実効税率を用いて単

純な重回帰分析を行ったところ、第１十分位階級

実効税率・第10十分位階級実効税率および平均実

効税率に有意な値が出た。そこで、この３変数

を、（Ⅰ）３変数すべて、（Ⅱ）第１十分位階級実

効税率および第10十分位階級実効税率、（Ⅲ）第

10十分位階級実効税率および平均実効税率を説明

変数として加法型重回帰分析を行い、インフレ・

図表--5 物価変動時の再分配係数の変化率 
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デフレに対する所得再分配構造の感応度を回帰し

た。その結果は、図表－６の通りであり、回帰式

Ⅲの平均実効税率と第10十分位実効税率でインフ

レ・デフレに対する所得再分配構造の感応度が６

割強説明できた。

すなわち、最高所得を得ている第10十分位階級

の実効税率が高くなるほどインフレによって所得

再分配が強まる効果（デフレによって所得再分配

が弱まる効果）が増し、（第10十分位階級の実効

税率が所与の下で）平均実効税率が高くなるほど

インフレの所得再分配効果（デフレによって所得

再分配が弱まる効果）が減るということである。

1980年前後に比べた1995年以降のデフレによる

所得再分配効果の感応度の高さは1989年の市町村

民税引き上げなどによる第10十分位階級の実効税

率の上昇によって説明される。

4．結語

本稿の主要な結論をまとめると以下の５点にな

る。

第１に、日本の所得税は物価変動によって所得

再分配の程度が変動する指数型税制に近似され、

インフレによって所得再分配の程度は強められ、

デフレによって所得再分配の程度は弱められる。

第２に、1964～1974年の間は物価上昇による所

得再分配強化より、税制改正による所得再分配弱

化の影響がやや強く、この間の実質成長の影響と

合わせて、再分配係数がほぼ一定に維持された。

第３に、1976～1990年の間は大幅な税制改正は

なかったが、インフレによる自動的な所得再分配

強化を調整しないことによって実質的に所得再分

配を強化する政策変更がなされていた。

第４に、1995～2003年の間は、税制改正による

所得再分配の弱化に加えて、デフレによる自動的

な所得再分配の弱化を調整しないことによって、

実質的には加速度的に所得再分配を弱化する政策

変更がなされていた。

第５に、税制の物価変動に対する所得再分配の

程度の感応度の絶対値は最高所得階級の実効税率

が上がるほど、（最高所得階級の実効税率が所与

の下で）平均実効税率が下がるほど高くなる。

1995年以降のデフレ期において、デフレによって

所得再分配効果が大きく弱められたのは、最高所

得階級の実効税率が上がったためである。

近年のデフレによって税による所得再分配の程

度が弱められていたという結論は、今後プライマ

リーバランス改善に向け増税を検討する際に考慮

しなければならない。特に、さらに所得再分配の

程度を弱める形での増税を行う場合は、社会厚生

上支持できる政策であるかどうか十分に注意する

必要が出てくる。

また近年、財政学のみならず経済学会全体で盛

んに議論されている所得格差の調整に関する議論

にも影響を与えるであろう。
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図表--6 再分配係数変化率のインフレ・デフレ感応度 
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†本稿の執筆にあたって、早稲田大学政治経済学術院の馬
場義久教授、若田部昌澄教授および馬場義久研究室の
方々に有益なご指摘をいただいた。なお、本稿にあり得
べき誤謬については、すべて筆者の責にある。

＊本稿は著者が早稲田大学政治経済学部在籍中に執筆し
たものである。本稿の内容は著者個人の見解を示すもの
であり、株式会社 大和総研の公式見解を示すものでは
ない。

注
1）課税最低限を盛り込み、（7）式を

と変えてもt>mの範囲では結論は同じ
である。

2）インフレにより指数型所得税（τ>1）の実効税率が上
昇することは、飯野・林（1986）により証明されてい
る。

3）1963年に家計調査の調査対象が広がり全国的な所得分
布の捕捉が可能となった。

4）例えば、1990年の「家計調査」の標準世帯において、
最低所得階級は「年収150万円未満」であり、その上
に「150万～199万円」、「200万～249万円」、「250万～
299万円」と続くが、次の1991年では最低所得階級が

「年収250万円未満」といきなりジャンプしているな
ど、階級幅や階級数には年度ごとに大きな違いがあ
る。

5）例えば、2000年における年収に対する社会保険料率
は、第１十分位階級では12.17％であるのに対し、第４
で11.34％、第８で10.78％、第10で10.85％となってい
る。社会保険料率は第１から第５十分位階級にかけて
大きく下がり、それ以降の階級では大差はない。なお
第10十分位階級の年収でも標準月額表の上限は超えな
いので、この差は年収に対する賞与の割合のみによる
ものである。

6）住民税の課税最低限は第１十分位階級の所得額前後で
あるため、年収に占める賞与の比率は各年第１十分位
階級の所得額として、社会保険料控除額を算出した。

7）本稿の分析は平時の税制について比較を行ったため、
1994年の特別減税は反映していない。

8）ジニ係数の計測にあたっては一般に使われる、以下の
シンプソンの近似式を用いた。

9）ローレンツ曲線が一様に上に（下に）シフトすると、
ジニ係数は必ず低下（上昇）する。逆は必ずしも正し
くない。

10）飯野・林（1986）でも「家計調査」を用いて1965～
1984年に関して、再分配係数の推計を行っているが、
租税関数として現実の税制ではなく推計式（本稿1.2節
におけるＢ式）を用いているために、各階級の税引き
後所得を適切に推計できていない。そのため、税引き
後所得の推計値が過大となっており、再分配係数の推

移を適切に把握できていなかった。
11）なお、再分配係数は税引き前所得分布の変化に応じて

変化すべきものではあるが、もしその変化がないとす
るならば物価変動のみによる再分配係数の変動は調整
されるべきである。この間の税制はインフレ調整の観
点からみれば適切であったということを示しているに
すぎない。

12）1989年には約500万円以上の課税所得者に対して市町
村民税が大幅に引き上げられたが、その一方で所得
税・住民税の課税最低限が引き上げられたため、低所
得階級の実効税率が下がり、高所得階級の実効税率が
上がり、（住民税を含めた）所得税としての再分配係
数が大きく上がった。

13）1999年には同時に税率のフラット化が行われたが、税
率が軽減されるのは1800万円以上の課税所得を持つ世
帯に限られ、第10十分位階級でも課税所得は1800万円
に至らなかったため、今回の分析では税率変更による
影響は検出されなかった。

14）伊多波（1986）では、日本の戦後の所得税において、
課税最低限の引き上げ（引き下げ）は所得再分配効果
を弱め（強め）ると実証しており、本稿の実証分析の
結果もこれを支持している。
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（2008年2月5日掲載決定）

0＜C＜1,τ＞1

p（t）=  C（ t－m）τ,

これえだ・しゅんご 株式会社 大和総研勤務。

yi :第i 十分位階級までに占める所得の全体に対する割合 
G.C=（2/15）・｛7－（y2＋y4＋y6＋y8）－2（y1＋y3＋y5＋y7＋y9）｝ 


